
 
 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 

松本広域連合一般会計等財務書類 

  



（単位 ： 千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,373,371 固定負債 572,974 ※

有形固定資産 2,771,266 地方債 543,520
事業用資産 2,046,944 長期未払金 -

土地 283,813 退職手当引当金 △ 41,633
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 4,397,487 その他 71,086
建物減価償却累計額 △ 2,672,724 流動負債 396,320
工作物 63,652 1年内償還予定地方債 98,846
工作物減価償却累計額 △ 37,439 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 256,516
航空機 - 預り金 15,038
航空機減価償却累計額 - その他 25,920
その他 - 969,294
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 12,155 固定資産等形成分 4,373,371

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 725,002
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 3,927,308
物品減価償却累計額 △ 3,202,986

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 -

投資その他の資産 1,602,105
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 1,602,105

減債基金 -
その他 1,602,105

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 244,292
現金預金 244,292
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 3,648,369

4,617,663 4,617,663

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資産合計 負債及び純資産合計

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

一般会計等貸借対照表
(令和６年３月３１日現在）



（単位 ： 千円）

経常費用 4,694,414 ※

業務費用 4,415,052
人件費 3,474,961 ※

職員給与費 3,167,515
賞与等引当金繰入額 256,516
退職手当引当金繰入額 -
その他 50,931

物件費等 935,609
物件費 427,242
維持補修費 8,435
減価償却費 499,932
その他 -

その他の業務費用 4,482
支払利息 579
徴収不能引当金繰入額 -
その他 3,903

移転費用 279,363
補助金等 276,908
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 2,455

経常収益 173,745 ※

使用料及び手数料 4,095
その他 169,649

純経常行政コスト 4,520,670 ※

臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 4,427
資産売却益 4,427
その他 -

純行政コスト 4,516,243

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目 金額

一般会計等行政コスト計算書
自　令和５年４月１日　

至　令和６年３月３１日



前年度末純資産残高 3,847,608 4,381,325 △ 533,717

純行政コスト（△） △ 4,516,243 △ 4,516,243

財源 4,317,004 ※ 4,317,004 ※

税収等 4,301,605 4,301,605

国県等補助金 15,398 15,398

本年度差額 △ 199,239 △ 199,239

固定資産等の変動（内部変動） △ 7,954 ※ 7,954 ※

有形固定資産等の増加 503,190 △ 503,190

有形固定資産等の減少 △ 548,253 548,253

貸付金・基金等の増加 37,110 △ 37,110

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 0 0 -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 199,239 △ 7,954 △ 191,285

本年度末純資産残高 3,648,369 4,373,371 △ 725,002

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（単位 ： 千円）

一般会計等純資産変動計算書
自　令和５年４月１日　

至　令和６年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位 ： 千円）

【業務活動収支】
業務支出 4,183,112

業務費用支出 3,903,749
人件費支出 3,463,590
物件費等支出 435,677
支払利息支出 579
その他の支出 3,903

移転費用支出 279,363
補助金等支出 276,908
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 2,455

業務収入 4,363,994 ※

税収等収入 4,301,605
国県等補助金収入 15,398
使用料及び手数料収入 4,095
その他の収入 42,895

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 180,882
【投資活動収支】

投資活動支出 448,000
公共施設等整備費支出 410,890
基金積立金支出 37,110
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 4,427
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 4,427
その他の収入 -

投資活動収支 △ 443,573
【財務活動収支】

財務活動支出 157,344
地方債償還支出 131,424
その他の支出 25,920

財務活動収入 318,700
地方債発行収入 318,700
その他の収入 -

財務活動収支 161,356
本年度資金収支額 △ 101,334 ※

前年度末資金残高 330,588
本年度末資金残高 229,253 ※

前年度末歳計外現金残高 15,427
本年度歳計外現金増減額 △ 389
本年度末歳計外現金残高 15,038
本年度末現金預金残高 244,292 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

金額科目

一般会計等資金収支計算書
自　令和５年４月１日　
至　令和６年３月３１日



４．偶発債務
　　該当ありません。

　　該当ありません。

 (3)　引当金の計上基準及び算定方法
　　ア　退職手当引当金
　　　  退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当
　    として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち松本
　    広域連合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。
    イ　賞与等引当金
　　    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の
　    見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

 (4)　リース取引の処理方法
    ア　ファイナンス・リース取引
　   (ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース
       料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　   (ｲ) (ｱ)以外のファイナンス・リース取引
　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　イ オペレーティング・リース取引
　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

 (5)　資金収支計算書における資金の範囲
　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物をいいます。
　　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い
　　を含んでいます。

 (6)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
　　ア　消費税等の会計処理
　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　　イ　物品及びソフトウェアの計上基準
　　　　物品については、取得価格又は見積価格が１００万円以上の場合に資産として計上して
　　　います。
　　ウ　資本的支出と修繕費の区分基準
　　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、原則として法人税法基本通達第７章第８節
　　　によっています。

２．重要な会計方針の変更等
　　該当ありません。

３．重要な後発事象

　　ア 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　 建物   15年～50年
　　　　 工作物 10年～45年
　　　　 物品    4年～10年
　　イ 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　（ソフトウェアについては、当広域連合における見込利用期間に基づく定額法によっていま
　　 す。）
　　ウ リース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料
      総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　(ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　　(ｲ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

注記

１．重要な会計方針
 (1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法
　 原則として取得原価としています。ただし、取得原価が不明なものは再調達原価としています。
 (2)　有形固定資産等の減価償却の方法



180,303千円
△406,463千円

 基礎的財政収支 △ 226,160千円

収入（歳入） 支出（歳出）
歳入歳出決算書（前年度繰越金を除く。） 4,680,716千円 4,781,255千円
財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 6,405千円 7,201千円

4,687,121千円 4,788,456千円

　　ウ　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
　　　　　資金収支計算書の業務活動収支　180,882 千円
　　　　　　投資活動収入の国県等補助金収入  　15,398 千円
            投資活動収入のその他の収入 　 0 千円
　　　　　　未収債権、未払債務等の増加（減少） 245,145 千円
　　　　　　減価償却費 　　　　△548,253 千円
　　　　　　賞与等引当金繰入額 △256,516 千円
　　　　　　退職手当引当金繰入額 　　0 千円
　　　　　　徴収不能引当金繰入額 　　　0 千円
　　　　　　資産除売却損 　　　　　　　0 千円
　　　　　　資産除売却益　　　　　 4,427 千円
　　　　　純資産変動計算書の本年度差額   △199,239 千円
    エ　重要な非資金取引
　　　　該当ありません。

    イ　既存の決算情報との関連性

資金収支計算書
    　 地方自治法第２３３条第１項に基づく歳入歳出決算書は、「一般会計」を対象範囲として
      いるのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決
    　書と資金収支計算書は松本地域ふるさと基金事業特別会計の分だけ相違します。

    　　投資活動収支(基金積立金支出及び基金取崩収入除く)

　　ウ　自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額
    　　該当ありません。
 (3)　純資産変動計算書に係る事項
    ア　純資産における固定資産形成分及び余剰分（不足分）の内容
 　　(ｱ)　固定資産形成分
　　　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上していま
　　　　す。
　　 (ｲ)　余剰分（不足分）
　　　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。
 (4)　資金収支計算書に係る事項
    ア　基礎的財政収支（プライマリーバランス）
    　　業務活動収支(支払利息支出を除く)

    　　　物品 ： 3,202,986 千円

　　　　　該当ありません。
　　イ　減価償却累計額
    　　　事業用資産／建物 ： 2,672,724 千円
    　　　事業用資産／工作物 ： 37,439 千円
    　　　事業用資産／船舶 ： 0 千円
    　　　事業用資産／浮標等 ： 0 千円
    　　　事業用資産／航空機 ： 0 千円
    　　　事業用資産／その他 ： 0 千円
    　　　インフラ資産／建物 ： 0 千円
    　　　インフラ資産／工作物 ： 0 千円
    　　　インフラ資産／その他 ： 0 千円

　　 (ｲ)  内訳

５．追加情報
 (1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　　ア　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　 (ｱ) 一般会計
　　 (ｲ) 松本地域ふるさと基金事業特別会計

　　イ　地方自治法第２３５条の５の規定に基づき出納整理期間が設けられていることから、出
　　　納整理期間における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい
　　　ます。

　　ウ　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。
 (2)　貸借対照表に係る事項
　　ア　売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
　　 (ｱ)  範囲
　　　　　売却が既に決定している、または売却予定の公有財産



附属明細書

１．一般会計等貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

　①有形固定資産の明細

401,836 724,322

8,506,969 563,275 385,829 8,684,415 5,913,149 495,838 2,771,266

3,928,576 361,241 362,509 3,927,308 3,202,986

- -

- - - - - - -

- - - - -

- -

- - - - - - -

- - - - -

0 0

- - - - - - -

0 0 0 0 0

-

11,660 12,155 11,660 12,155 12,155

- - - - -

-

- - - - - - -

- - - - -

1,724,763

- - - - -

3,576 26,213

- - - - - - -

63,652 0 0 63,652 37,439

2,046,944

283,813 283,813 0 283,813

- -

23,320

　　工作物

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

4,757,107 2,710,163 94,002

4,219,268 189,879 11,660 4,397,487 2,672,724 90,425

-

-

 物品

合計

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

（単位：千円）

　　建設仮勘定

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産

　  土地

　　立木竹

　　建物

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

4,578,393 202,034



② 有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

未設定

0

0

0

0

-

0

0

-

-

-

-

0

0

-

-

-

-

-

0

0

 物品

合計

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

0

0

-

0

0

-

-

-

-

0

0

-

-

-

-

-

　　建設仮勘定

 事業用資産

　  土地

　　立木竹

　　建物

0 0 0

　　工作物

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

0 0 0

165,700

0 0 0 0 0 122,504 161,309

- -

0 0 1,881,244

0 0 1,720,372 4,391

- - - - -

26,213 0

- - - - - - -

0 0 0 0 0

- -

- - - - - - -

- - - - -

- -

0 0 0 0 0 12,155 0

- - - - -

0 0

- - - - - - -

0 0 0 0 0

- -

- - - - - - -

- - - - -

- -

- - - - - - -

- - - - -

689,139 35,183

0 0 0 0 0 2,570,383 200,883

0 0 0 0 0

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防・警察 総務 その他 合計

2,046,944

283,813

-

1,724,763

26,213

-

-

-

2,771,266

-

12,155

0

-

-

-

-

-

724,322



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：千円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

0 0 0

0 0 0

0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：千円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

0

0

0

合計 0 0 0 0 0 - 0 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：千円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

0 0

0 0

0 0

合計 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0



④基金の明細 （単位：千円）

消防施設等整備基金 600,580 600,580

松本地域ふるさと基金 101,525 900,000 1,001,525

0

合計 702,105 900,000 0 0 1,602,105 0

(参考)財産に関す
る

調書記載額
種類 現金預金 有価証券 土地 その他

合計
(貸借対照表計上

額)



⑤貸付金の明細 （単位：千円）

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

合計 0 0 0 0 0

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等

その他の貸付金

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金 （参考）

貸付金計

地方公営事業

一部事務組合・広域連合



⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

小計 0 0

合計 0 0

第三セクター等

【貸付金】

【未収金】

税等未収金

その他の未収金

その他の貸付金



⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

小計 0 0

合計 0 0

その他の未収金

【貸付金】

第三セクター等

その他の貸付金

【未収金】

税等未収金



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業 642,366 98,846 138,012 504,354

　　その他

　　臨時財政対策債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計 642,366 98,846 0 0 138,012 0 0 0 0 504,354

【特別分】

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

【通常分】



②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

642,366 642,366

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

642,366 98,846 129,100 99,796 100,944 73,000 83,434 57,246

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：千円）

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

（参考）
加重平均

利率

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内



⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

投資損失引当金 0

徴収不能引当金 0

徴収不能引当金 0

退職手当引当金 85,122 △ 126,755 △ 41,633

損失補償等引当金 0

賞与等引当金 245,145 256,516 245,145 256,516

合計 330,267 129,761 245,145 0 214,883

固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

計

退職手当支給事務負
担金

公務災害補償費

アルプスの風観光推
進協議会負担金

その他

計

その他の補助金等

合計 276,908

長野県市町村総合事
務組合

255,871
地方自治法に基づく事
務委託

276,908

長野県市町村総合事
務組合

100 公務災害補償

アルプスの風観光推
進協議会

18,617

（単位：千円）

2,320 観光振興等

区分 相手先 金額 支出目的

他団体への公共施設等整備補助金
等
(所有外資産分）

0



（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額
4,299,498

2,107

4,301,605
緊急消防援助隊活動費負担金15,398

計 15,398

計 0
15,398

4,317,004

0

計 0

計 0
0
0

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

分担金及び負担金
寄附金

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計

税収等

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 4,516,243 0 0 4,084,822 431,421

有形固定資産等の増加 503,190 318,700 184,490

貸付金・基金等の増加 37,110 32,293 4,817

その他 0

合計 5,056,543 0 318,700 4,301,605 436,238

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額

内訳



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金 229,253

要求払預金

短期投資

合計 229,253
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